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● �性別・国籍・障がいの有無などの特性を超えて、互いに多様性を認め合い、
人権を尊重し合える社会を目指します。

●� 誰もが自分らしく輝ける活躍の場を持てる共生社会を目指します。

一人ひとりが大切にされ
活躍できるまちづくり

《総合戦略》重点戦略３「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」関連施策

施策 1  人権尊重・共生社会の実現

施 策 の 目 指 す 姿

● �互いの人権を尊重し合い、心豊かな生活を送ることができる明るく住みよいまちを目指し
ます。

● �性別・国籍・年代等に関係なく、家庭や地域・学校・職場などあらゆる場面ですべての人
が個性と能力を発揮し輝けるまちを目指します。

【成果指標】

指標の種類 指標名 現状値（年度） 目標値
（2025年）

市民取組指標 「日常的に人権を尊重するようにしている」人
の割合（%） 60.0（2019） 70.0

市民意識指標 「男女共同参画社会の実現」の満足度（%） 22.3（2019） 25.0

 1 基本
施策

継承 ●�人権教育や男女共同参画を効果的に進めるための
　地域組織との連携体制

●多様性を尊重し合える社会
●インターネット上の人権侵害など人権問題への対応

●�人権問題や男女共同参画に関する学びの深化と
　一人ひとりによる人権の尊重

3つのチャレンジ

進化

学びと行動

基本目標　　 多様性を認め合い、誰もが活躍できるまち 1 

3.  施策の展開
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◆現状と課題
☞☞ 人権問題学習会や「部落差別をはじめあらゆる差別をなくす市民大集会」の参加者が

やや減少傾向にあります。誰もが気軽に参加しやすい取組みや工夫が必要です。
☞☞ 男女共同参画意識が高まってきていますが、いまだに性別による固定的な役割分担意

識や長い時間をかけて形づくられてきた社会通念・慣習等における不平等感が存在し
ています。

☞☞ 外国籍の方が暮らしやすい地域づくりについては、国・県からの情報を庁内で共有す
る程度にとどまっています。

◆施策の取組方針
☞☞ 人権問題を一人ひとりが自らの課題として考え連携できるよう、地域・学校・企業に

おける人権教育を推進します。
☞☞ インターネット上の人権侵害に係るモニタリングの体制構築に向け、県と連携して取

り組みます。
☞☞ これまでの活動により、「男女共同参画社会」という言葉の認知度は上昇しているため、

引き続き、啓発活動や女性審議会委員等の登用を促進することにより、男女共同参画
社会の推進を強化します。

☞☞ グローバル化の進展などによる外国人住民の増加、また SDGs への対応やインバウン
ド（※）の増加を考慮し、多文化共生のまちづくりを推進します。
※�インバウンド…外から内へ入ってくる流れや方向を表す言葉。ここでは、「外国人の日本旅行（訪日 旅行）」
あるいは「訪日外国人 観光客」という意味で用いている。

◆主な取組内容
（1）人権尊重	�  人権同和政策課 / 人権同和教育課

取組項目 具体的な内容

人権教育の推進
◇学校や社会・家庭などにおける人権教育の推進
◇�感染症に伴う人権問題を含めたあらゆる人権問題に関する、学習活動
の支援や推進体制の整備

人権問題解決に対する支援 ◇各種市民団体の活動に対する効果的な支援 ･育成

市民意識の把握 ◇�「須坂市人権政策推進基本方針」の改訂（2024年予定）に向けた「人
権に関する市民意識調査」の実施

啓発活動
◇�「部落差別をはじめあらゆる差別をなくす市民大集会」の開催と参加
促進
◇�広報などによる啓発・情報提供の強化

相談・支援体制の推進

◇�関係機関との連携による人権問題の解決に向けた相談・支援体制の
充実
◇�人権交流センターの総合相談窓口における同和問題をはじめとするあ
らゆる人権問題の解決に向けた相談 ･支援体制の充実
◇�人権交流センターで実施している総合相談窓口の周知促進
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（3）多文化共生�  人権同和政策課 / 政策推進課

取組項目 具体的な内容

外国人住民が暮らしやすい地
域づくりの推進

◇日本語を母語としない市民への適切な生活情報の提供
◇�それぞれの文化や生活習慣などを正しく理解し尊重しあうための国
際理解教育の推進
◇�友好都市などとの国際交流活動を通じた多文化共生への理解促進

【プロセス指標】

指標名 現状値（年度） 目標値
（2025年）

町別人権問題学習会への年間延参加者数（人） 3,633（2019） 4,000

市の審議会等における女性の委員の割合（%） 34.4（2019） 40.0

区の運営に関わる女性役員がいる区の数（区） 49（2019） 69（全区）

◆共創のまちづくりに向けた各主体の役割

主　体 期待される役割

市　民 地域の学習会やイベントに参加し、人権問題や男女共同参画を自分ごととして考
え、行動します

企　業 多様な働き方のできる職場づくりを進めます
従業員への人権問題に関する教育・啓発活動を行います

活動団体 行政、市民と連携して、人権問題や男女共同参画の啓発活動を行います

（2）男女共同参画� 男女共同参画課

取組項目 具体的な内容

男女共同参画の推進

◇�「須坂市男女共同参画計画」に基づく各課の取組みの推進
◇�須坂市が設置する審議会・委員会等における女性委員の登用による政策・
方針の立案への参画促進
◇�女性団体連絡協議会など各方面で活躍している女性の発掘と人材バンクの
構築

男女共同参画の
意識づくり

◇�「男女共同参画いきいきフォーラム」や「男女共同参画地域学習会」等の
開催と参加促進
◇�啓発情報誌「いきいき通信」や広報須坂・ホームページ等の活用による男
女共同参画意識の向上

自分らしい生き方・
働き方の推進

◇�女性の積極的な社会参加や様々な分野での活躍を促進するためのイベント
企画・運営のサポート及び女性のチャレンジ支援
◇�ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の啓発
◇�一人ひとりが自分らしい生き方や働き方ができるような地域づくりの啓発


